
 

 

 

令和４年７月２５日 
消 防 庁 

 

「蓄電池設備のリスクに応じた防火安全対策検討部会」の開催 

 

１ 背景・目的 

蓄電池設備の規制は、消防法（昭和 23年法律第 186号）第９条において、政令で定める

基準に従い市町村条例でこれを定めるとされています。 

省エネや防災への意識の高まりもあり、現在普及している蓄電池等の更なる大容量化や、

新たな種別の蓄電池の普及等が見込まれることから、これらの蓄電池の火災リスクに応じた

火災予防対策について、「蓄電池設備のリスクに応じた防火安全対策検討部会」を開催しま

す。 

 

２ 検討事項 

⑴ 蓄電池の多様化と大容量化への対応 

⑵ 蓄電池設備の特徴に応じた規制の見直し 

 

３ 第１回開催予定 

日時：令和４年７月 26日（火）14時 00分から 16時 00分 

場所：ＷＥＢ 

 

４ 検討部会委員 

別紙のとおり 

 

５ 資料の公表及び検討部会の傍聴について 

本検討部会の資料は、検討部会終了後、総務省消防庁ホームページに掲載する予定で

す。 

また、検討部会の傍聴を希望される方は、令和４年７月 26日（火）の９時 30分まで

に、氏名（フリガナ）、社名、連絡先をＥメールにより下記連絡先に送付願います。 

 

 

 

 

 

 

火災予防条例で規制すべき蓄電池設備の対象を見直すとともに、蓄電池設備の火災リス

クに応じた防火対策について検討し、蓄電池設備に係る規制の合理化を図ることを目的と

して「蓄電池設備のリスクに応じた防火安全対策検討部会」を開催することとしましたの

で、お知らせします。 

【問い合わせ先】 

消防庁予防課  濵田、佐藤、田上 

TEL：03-5253-7523（直通） 

E-Mail: yobouka-y@ml.soumu.go.jp 



 

 

蓄電池設備のリスクに応じた防火安全対策検討部会 委員名簿 

（敬称略・順不同） 

 

＜学識経験者＞ 

小林 恭一 東京理科大学総合研究院教授 

藪内 直明 横浜国立大学大学院工学研究院教授 

＜関係団体＞ 

蜷川 達也 一般社団法人電池工業会新種電池研究会二次電池第 2部会普及促進担当部長 

五十嵐 優一 一般社団法人日本電気協会技術調査室長 

穴見 英介 送配電網協議会工務部副部長 

池谷 知彦 一般財団法人電力中央研究所特任役員企画グループ工学博士 

住谷 淳吉 一般財団法人電気安全環境研究所理事・技術部長 

＜消防本部＞ 

北山 徳久 千葉市消防局予防部指導課長 

都丸 純一郎 大阪市消防局予防部消防設備指導担当課長 

田中 智子 東京消防庁予防部副参事 

 

 

別紙 


